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今週のことば

オンラインカジノ規制

オンラインカジノは海外で合法的に運営

するサイトであっても国内での利用は違

法のため、利用を誘導する情報発信等を禁

止する法改正が今国会で成立する見通し｡

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ６／　２(月) 大安　３月決算法人の確定申告ほか

 　　　３(火) 赤口　韓国大統領選投開票、プロ野球交流戦

 　　　４(水) 先勝　歯と口の健康週間

 　　　５(木) 友引　芒種、世界環境デー

 　　　６(金) 先負　４月の家計調査発表、アイスペースが月着陸に挑戦

 　　　７(土) 仏滅

 　　　８(日) 大安　危険物安全週間

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 5/26(月) 37,532 △372   142.88 △0.43

   27(火) 37,724 △192   143.73 ▼0.85

   28(水) 37,722 ▼  2   144.14 ▼0.41

   29(木) 38,433 △711   145.26 ▼1.12

   30(金) 37,965 ▼468   144.03 △1.23

令和６年分の贈与税の申告状況と改正

　国税庁が公表した令和６年分の確定申告状況等に

よると、贈与税の申告では使い勝手が向上した「相

続時精算課税」の適用が大幅に増加しています。

◆相続時精算課税の適用は前年比５９％増

　贈与税の申告書を提出した方のうち、贈与を受け

た年ごとに課税（基礎控除１１０万円）する「暦年課

税」を適用した方は３９万７千人（同１４.０％減）で、

申告納税額がある３２万７千人（同１１.８％減）の納

税額は３２７４億円（同９.７％増、１人当たり１００万

円）となっています。

　また、６０歳以上の父母・祖父母などから１８歳以

上の子・孫などに対する贈与について、暦年課税に

代えて「相続時精算課税」を適用した方は７万８千

人（同５９.２％増）で、申告納税額がある６千人（同

２４.６％増）の納税額は６６１億円（同１７.５％増、

１人当たり１１４６万円）と増加しています。

◆令和６年の贈与から開始された改正

　相続時精算課税は贈与税・相続税を通じた課税を

行う制度で、贈与者ごとに選択でき、その贈与者が亡

くなるまで適用されます（暦年課税に戻せません）。

　本制度は令和６年から年１１０万円の基礎控除額

が設けられたことで、本制度を選択した贈与者から

贈与を受けた財産は、贈与時に基礎控除（年１１０万

円）及び特別控除（累計２５００万円）を適用でき、

贈与者が亡くなった時は基礎控除分を除いた贈与財

産を相続財産に加算して相続税額を計算します。

　なお、暦年課税で贈与を受けた財産を相続財産に

加算する期間は令和６年から「相続開始前７年以

内」となりました（相続開始日が令和９年以後の場合

に３年超の加算期間となり令和１３年以後に７年）。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５２１

労働保険の年度更新手続きは７月１０日まで

　労働保険（雇用保険・労災保険）では、新年度

の概算保険料（賃金総額の見込み額で算定）と前

年度の保険料を精算するための確定保険料（確定

した賃金総額で算定）を申告・納付する「年度更

新」の手続きが必要となり、令和７年度の年度更

新期間は６月２日～７月１０日です。

　令和７年度の保険料率について、雇用保険料率

は０.１％引下げとなり、一般事業は１.４５％（事業

主０.９％、労働者０.５５％）となります。労災保険

率は変更ありません。

　なお、労働保険の電子申請が義務付けられてい

る事業場（資本金１億円超の法人等）には、来年

度から紙の申告書の送付がなくなります。

★☆★ ６月のチェックポイント ★☆★

※ ６月から熱中症対策が強化され、熱中症の疑い

がある労働者の早期発見や重篤化を防ぐための

措置等が事業者に義務付けられます。

※ ６月支給の給与から、新年度の個人住民税特別

徴収が始まるので、各社員の住所地から通知さ

れた税額を賃金台帳に記入し徴収に備えます。

※ 労働保険の年度更新は６月２日～７月１０日。算

定基礎届の提出期限も７月１０日なので準備を。

※ ６月は全国安全週間の準備月間。スローガンは「多

様な仲間と 築く安全 未来の職場」です。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記
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令和6年分の贈与税の申告状況と改正点 

◆令和 6 年分の贈与税の申告状況 

◎暦年課税の申告状況 

・贈与税の申告書を提出した申告人員 47 万 4 千人（対前年比▲7.0％）のうち、暦年課税を適用

した申告人員は 39 万 7 千人（同▲14.0％）で、申告納税額がある納税人員は 32 万 7 千人（同

▲11.8％）です。 

・納税人員の申告納税額 は 3,274 億円（同＋9.7％）で、1 人当たりの申告納税額は 100 万円

（同＋24.4％）となっています。 

◎相続時精算課税の申告状況 

・贈与税の申告人員のうち、相続時精算課税を適用した申告人員は 7 万 8 千人（同＋59.2％）で、

納税人員は 6 千人（＋24.6％）です。 

・納税人員の申告納税額 は 661 億円（同＋17.5％）で、1 人当たりの申告納税額は 1,146 万

円（同▲5.8％）となっています。 

◎住宅取得等資金に係る贈与税非課税制度の申告状況 

・父母や祖父母など直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合に一定額まで贈与税が非課税

となる制度を適用した申告人員は 4 万 5 千人（同▲27.5％）です。 

・贈与を受けた住宅取得等資金の金額は 3,435 億円（同▲28.2％）で、そのうち非課税の適用を

受けた金額は 3,173 億円（同▲29.2％）となっています。 

◆令和 6 年以後の贈与について適用される改正 

◎暦年課税 

 暦年課税は 1 年間に贈与を受けた財産の合計額（複数人から贈与を受けた場合や、同じ人から複

数回の贈与を受けた場合は、それらの財産価額の合計額）を基に贈与税額を計算する課税方式です。

贈与を受けた財産の合計額が基礎控除額（受贈者ごとに年 110 万円）を超える場合、基礎控除後

の課税価格に続柄や年齢に応じた「一般税率」又は「特例税率」を適用して贈与税額を計算します。 

【暦年課税による生前贈与の加算対象期間等の見直し】 

 令和 6 年から暦年課税による贈与で取得した財産を相続財産に加算する期間が見直され、相続開

始前７年以内（改正前 3 年以内）の贈与が加算対象になりました。ただし、相続開始前３年超７年

以内に取得した贈与財産は合計額から 100 万円を控除した額が加算されます。なお、令和 6 年以

後の贈与で取得する財産に係る相続税に適用されるため、加算対象期間は次のようになります。 

贈与者の相続開始日 加算対象期間 

令和 6 年 1 月 1 日～令和 8 年 12 月 31 日 相続開始前 3 年間 

令和 9 年 1 月 1 日～令和 12 年 12 月 31 日 令和 6 年 1 月 1 日～相続開始日 

令和 13 年 1 月 1 日～ 相続開始前 7 年間 

◎相続時精算課税 

 相続時精算課税は贈与税・相続税を通じた納税を行う方式で、原則として贈与の年の 1 月 1 日

において 60 歳以上の父母または祖父母などから 18 歳以上の子または孫などに対する財産の贈与

について、暦年課税に代えて適用できる制度です。贈与者ごとに選択できますが、選択した贈与者

（特定贈与者）からの贈与は全て相続時精算課税が適用され、暦年課税への変更はできません。 

【基礎控除額の創設】 

 令和 6 年から相続時精算課税に年 110 万円の基礎控除が創設されたことで、特定贈与者から贈

与を受けた財産は基礎控除額（年 110 万円）及び特別控除額（累計 2,500 万円）を控除した後

の金額に一律 20％の税率で贈与税額を算出します。また、特定贈与者が亡くなった場合は贈与財

産の贈与時の価額と相続財産の価額の合計を基に計算した相続税額から既に納めた贈与税相当額を

控除した額を納付しますが、令和 6 年以後の贈与財産は基礎控除額を控除した後の価額となります。 

 なお、本制度を初めて選択する場合は贈与税の申告期間内に「相続時精算課税選択届出書」の提

出が必要となりますが、特定贈与者から贈与を受けた財産の価額の合計額が年 110 万円以下の場

合は贈与税の申告が不要となります。 

【土地・建物の価額の特例の創設】 

 特定贈与者から贈与により取得した土地又は建物が令和 6 年以後に生じた災害によって一定以上

の被害を受けた場合、特定贈与者が亡くなった際に相続税の課税価格に加算する当該土地又は建物

の価額を災害による被災価額（被害額から保険金など差し引いた金額）を控除した残額にできます。 


